
生駒市条例第２２号 

生駒市の市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例をここに公布する。 

平成２５年６月１７日 

生駒市長 山下 真 

 

生駒市の市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項の

規定に基づき市行政に係る重要な計画の策定等を議会の議決事件として定める

こと等により、市行政の計画の立案過程における議会の監視機能を強化すると

ともに、市民の視点に立った透明性の高い市行政を推進することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 市行政に係る重要な計画 生駒市パブリックコメント手続条例（平成１

９年１２月生駒市条例第２５号）第３条第１項第１号に規定する計画又は方

針をいう。 

 (2) 基本構想 総合的かつ計画的な市行政の運営を図るために定める基本的

な構想をいう。 

 (3) 基本計画 基本構想に基づき市の行政分野全般に係る政策の基本的な方

向を総合的かつ体系的に定める計画をいう。 

 (4) 各行政分野における基本的な計画 市行政に係る重要な計画のうち、基

本構想及び基本計画以外のものをいう。 

 （議会の議決） 



第３条 市長は、基本構想及び基本計画の策定、変更（軽微な変更を除く。以下

同じ｡)又は廃止をするときは、議会の議決を経なければならない。 

 （議会への報告） 

第４条 実施機関（生駒市パブリックコメント手続条例第２条第２号に規定する

実施機関をいう。以下同じ｡)は、市行政に係る重要な計画の策定、変更又は廃

止をしようとするときは、その立案過程において、遅滞なく、これを議会に報

告しなければならない。 

２ 実施機関は、各行政分野における基本的な計画の策定、変更又は廃止をした

ときは、遅滞なく、これを議会に報告しなければならない。 

 （意見の申出） 

第５条 議会は、市を取り巻く社会的情勢の変化等の理由により、基本構想及び

基本計画の策定又は変更の必要があると認めるときは、市長に対し、意見を申

し出ることができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


